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①運営体制は少子化等に
より現状維持が困難

②学校単位の大会開催に
よる活動の過熱化

③高校入試・大学進学時
に活動成績等が影響

④保護者・地域の期待

働き方改革を踏まえた部活動改革の必要性

【部活動改革】
①部活動運営方針【国・茨城県】

・休養日：週２日（中）週１日（高）

・活動時間：平日２H 休日３H（中）４H（高）

・生徒の多様なニーズを踏まえた環境整備

・学校単位で参加する大会等の見直し

②働き方改革を踏まえた部活動改革【国】

・休日に部活動の指導に携わる必要のない環境

・希望する教師は休日に指導できる仕組み

・生徒が地域で活動できる環境

【働き方改革】
①中教審答申・給特法改正等【国】

・学校教育を維持向上させ持続可能なものにす

るには働き方改革が急務

・部活動は必ずしも教師が担う必要のない業務

・超過勤務時間上限：月45時間・年360時間

②働き方改革のためのガイドライン【茨城県】

・在校等時間の適切な管理と教職員の意識改革

・部活動指導の負担軽減

・学校運営体制と業務の改善

①休日の部活動の段階
的な地域移行

②部活動運営方針の徹
底

③複数顧問制の徹底・
部活動数の適正化

④部活動指導員の拡充

⑤参加する大会等の見
直し

⑥大会・競技団体役員
業務への教員関与の
見直し

現状と課題 部活動改革の方向

①部活動がそもそも教員
の超過勤務を前提とし
た活動時間に設定

②大会・競技団体等の役
員業務が教員の負担

③急激に変化する時代の
中で育むべき資質・能
力も変化・学びの変革

現状と課題

働き方改革目標
超過勤務時間
月45時間以内
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教員の負担軽減を目指した「中・高部活動改革プラン」
～休日の部活動を「地域移行（兼職兼業含む）」・「部活動指導員」へ～

目標 Ｒ４時間外勤務４５h/月超の教員０ ★ Ｒ１０休日部活動の教員の指導時間０

教員の心身を守る

超過勤務時間の縮減
学びの改革に対応した準備時間の保障

学校運営体制と業務の改善

生徒の心身を守る

自主的・自発的な参加
スポーツ医・科学に基づいた活動時間

効率的・効果的な練習の工夫

県：部活動運営方針・働き方改革のためのガイドライン・国：スポーツ庁通知

◯ 少子化・学校規模縮小 → 生徒のニーズへの対応難
◯ 勝利至上主義の弊害 →  部活動の長時間化
◯ 部活動の長時間指導・業務多忙 → 教員の超過勤務（含休日）

現
状

バーン
アウト

超過勤務

希望する生徒が地域で活動し、ニーズに応じた
種目やレベルの指導を受ける仕組み

〇希望しない教員が、休日に指導しない
〇希望する教員が、地域で指導できる仕組み

休日部活動を
段階的に

地域へ移行

対
応
策

専門的
指導

部活動の在り方

①部活動運営方針の徹底
・活動日、活動時間、休養日の適切な設定

中学：平日２ｈ、休日３ｈ、休養日週２日以上
高校：平日２ｈ、休日４ｈ、休養日週１日以上

・フォローアップ調査（１月） → 指導の徹底

➁複数顧問制の徹底・
部活動数の適正化

・運動部：団体登録に満たない
・文化部：６人未満

③部活動指導員の拡充
・専門的指導及び単独で指導、引率

・「地域人材の確保」と
「指導員バンク」登録の推進

④部活動の地域移行 ・クラブ主体の競技から調整開始
・拠点校部活動の推進

・大会参加がクラブ単位でも可能になるよう要望
・先行実施の好事例を紹介・地域との調整

→ 削減へ

兼職
兼業

【再掲】部活動改革 （茨城県）
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２ 複数顧問制の徹底
部活動数の適正化

４ 部活動の地域移行

１ 部活動運営方針の徹底

３ 部活動指導員の拡充

部活動改革の４つの柱
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複数顧問制の徹底
部活動数の適正化
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働き方改革を踏まえた部活動の適正数の目安等について
（令和３年３月10日 茨城県）

各部活動に顧問教員（管理職、養護教諭、栄養教諭、事務職員を除く）
を原則複数人数配置できる部活動数とする。
【例：教員が30人の場合、15部活動以下が望ましい】

部活動数の削減の目安等について

運動部：団体登録に満たない

文化部：６人未満の場合

２年続いた場合、年度内に廃部とする。

○生徒数が減少している状況において、生徒がより意欲をもって活動できる人数や連帯感
を目指す。

○複数顧問体制を確立し、指導時間を分担して取り組むなど、顧問教員（教職員）の負担
の軽減を図る。

１ 複数顧問制の徹底
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管理職アンケート質問 回答
中学校
２２７校

高等学校
９６校

複数顧問配置

配置できている ４４．５％ ２７．１％

配置できていない部活動がある
５５．５％

（１２６校）
２７．１％
（２６校）

（１） フォローアップ調査の結果① 【管理職アンケート】

管理職アンケート質問 回答
中学校
１２６校

高等学校
２６校

複数顧問配置を
確立する時期

今年度中 ２．４％ ０％

来年度 ８１．０％ ８４．６％

時期は未定 １６．７％ １５．４％

（令和３年11月１日 現在）

１ 複数顧問制の徹底

※複数顧問制とは・・・１つの部活動に複数の顧問を配置し、①指導日を分ける ②業務
内容を分ける などにより顧問教員の指導時間の削減を図る。
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（２） フォローアップ調査の結果② 【顧問アンケート】

顧問アンケート
質問

回答
中学校
2,615部

高等学校
1,966部

平日の指導は交
代で指導に当
たっていますか

交代で指導している １９．４％ １８．９％

正顧問が１人で指導している ３２．１％ ４５．０％

同時に複数で指導している ４３．３％ ２８．７％

休日の指導は交
代で指導に当
たっていますか

交代で指導している １２．５％ １１．８％

正顧問が１人で指導している ３３．２％ ２６．５％

同時に複数で指導している ３７．９％ ２２．４％

休日は活動していない ７．３％ ３３．１％

（令和３年11月１日 現在）

２ 複数顧問制の徹底
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（３） フォローアップ調査の結果③
【正顧問が１人で指導している。また、同時に複数で指導している理由】

○顧問教員の、家庭の事情（子育て、介護等）のため、休日に家を空けること
ができないので、正顧問が１人で指導している。

○生徒や保護者から、「専門的な指導ができる教員に指導をして欲しい」という
要望に応えるため、専門性の高い正顧問が１人で指導している。

○専門性や指導経験がない教員が１人で指導すること に負担を感じているため、
同時に複数で指導している。

○部員数が多かったり、配慮を要する生徒がおり、 安全確保のため、同時に複
数で指導して いる。

○大会や練習試合では、審判や運営業務を担当する教員と生徒の看護をする
教員がいるため、同時に複数で指導している。

２ 複数顧問制の徹底
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管理職アンケート
質問

回答
中学校
２２７校

高等学校
９６校

部活動の削減手続
きについて

該当する部活動は、削減する方針が
決定している

１７．６％
（４０校）

２８．１％
（２７校）

該当する部活動はあるが、削減の方
向性は決まっていない

２４．７％ ２８．１％

該当する部活動はない ５７．７％ ４３．８％

（１） フォローアップ調査の結果① 【管理職アンケート】

（令和３年11月１日 現在）

管理職アンケート
質問

回答
中学校
４０校

高等学校
２７校

削減する方針が決
定していることにつ
いて

今年度中に削減した又は削減する部
活動数

６３部 ４９部

来年度中に削減する部活動数 ５２部 ３３部

３ 部活動数の適正化
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３ 部活動数の適正化

（２）フォローアップ調査の結果② 【部活動の削減が難しい理由】

○合同チームとして活動が実施できている部活動を削減することがで

きない。

○部員数の少ない部活動ではあるが、次年度入学する小学生に入部

希望者が多いため、削減することができない。

○特色選抜の対象部であるため。
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部活動指導員の拡充
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１ 部活動指導員について

部活動指導員 外部指導者

単独指導 〇 ×

大会や練習試合
等の引率

〇 ×

R３活用人数 151人（中：101人、高：50人） 748人（中：620人、高：128人）

（１）部活動指導員と外部指導者の違い

市町村立中学校 県立学校

部活動指導員の
主な職務

・技術指導 ・大会・練習試合等の引率 ・部の管理運営
・用具・施設管理 ・会計管理 ・保護者連絡 ・事故発生対応

雇用 市町村 県

費用負担 国、県、市町村 １／３ 県

事業実績 平成30年度～ 令和元年度～

（２）部活動指導員の主な職務等について
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部活動指導員活用人数の推移 （令和４年２月15日 現在）

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３
Ｒ４

（予定）

市町
村中
学校

部活動
指導員数

６人 ４８人 ７６人 １０１人 １７９人

中学校数 ５校 ３２校 ４８校 ６２校 －

市町村数 ２市町 １０市町村 １７市町村 ２１市町村 ２７市町村

県立
学校

部活動
指導員数

－ ６人 ９人 ５０人 ８０人

学校数 － ６校 １３校 ４６校 －

２ 部活動指導員の現状
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部活動指導員の資格等（中学校・高校まとめ）

３ 部活動指導員に関すること①

身 分 会計年度任用職員（県または市町村で雇用）

資 格 ⑴～⑸は全て該当し、⑹～⑻のいずれかに該当すること。

⑴ 公務員でない者（県が任用する非常勤講師や兼職兼業が認められている公務員は除く）
⑵ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条又は、学校教育法（昭和22年法律第26号）

第９条の欠格事項に該当しない者
⑶ 当該学校長が指導者としてふさわしい人格を有していると判断した者
⑷ 過去の指導において体罰、パワーハラスメント、セクシャルハラスメント等その他部活動指

導員として不適格と認められる事項がない者
⑸ 当該年度４月１日現在の年齢が満20歳以上の者
⑹ 教員免許を授与された経験がある者（有効、無効を問わない）
⑺ （公財）日本スポーツ協会等又は中央競技団体認定の指導者資格を保有している者
⑻ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校において指導経験がある者

勤務時間 【県立学校】 年間３５２時間（原則週８時間）
【市町村立中学校】 年間２１０時間（原則週６時間）

報酬等 1,600円／時、旅費
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部活動指導員（151人）の状況（中学校・高校まとめ）

平均年齢

４９．１歳

３ 部活動指導員に関すること②

男性
80%

女性
20%

男女比

６０歳以上

41%

５０歳代

9%

４０歳代

20%

３０歳代

7%

２０歳代

23%

年齢層

 15 



部活動指導員（151人）の状況（中学校・高校まとめ）

３ 部活動指導員に関すること③

会社員
29%

非常勤講師
11%

スポーツクラブ等

指導者

3%

自営業
9%

学生
9%

公務員
1%

その他
38%

職業別

教員免許保持者

44%
なし

56%

教員免許保持者

 16 



管理職アンケート質問 回答
中学校
２２７校

高等学校
９６校

部活動指導員の活用

活用している ３４．４％ ４２．７％

来年度以降活用を検討 ２９．５％ ２２．９％

未定 ３６．１％ ３４．４％

顧問アンケート質問 回答
中学校
2,615部

高等学校
1,965部

部活動指導員が必要
必要 ８０．２％ ６２．８％

必要ではない １９．８％ ２９．０％
（未回答８．２％）

競技経験がない顧問数 ５２．５％ ５８．８％

４ フォローアップの調査結果から①

（令和３年11月１日 現在）
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【生徒の意欲向上】
〇専門的な指導により生徒の意欲や技術向上につながっている。

○的確な指導力で、生徒や保護者の信頼を得られる。

〇専門的知見から、生徒に応じた指導を行っている。

【顧問の負担軽減】
〇授業準備時間や休息を確保できる。

○専門的知識を持っていない顧問が技術指導をしなくてもよい。

〇大会や練習試合も引率を任せることができる。

【学校との連携】
〇教員の異動に関わらず、指導体制を保つことができる。

５ 部活動指導員の活用における成果
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【人材確保】
〇高い指導力を持つ指導員を求めると、時給1,600円では少ないため、

優秀な人材を確保できない。

〇時給1,600円で短時間（２～４時間）の活動では、生計が成り立たない。

○指導員の確保が困難である。（地域差がある）

〇部活動の時間（平日）に指導できる職業の方が少ない。

〇単独で指導することによる責任が重い。

【指導員の資質】
〇生徒や保護者が求めるニーズと指導の方向性に違いが生じる。

〇学業への配慮不足や、勝利至上主義になる懸念がある。

６ 部活動指導員の活用における課題
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部活動指導員の確保

７ 部活動指導員の拡充

人材確保のための広報活動
〇部活動指導員登録バンクを設置（県ＨＰで周知） → 現在２７名が登録

〇説明会の実施 → 退職教員、公認スポーツ指導者、競技団体

〇募集チラシの配布 → ファミリーマート、イオン、道の駅に常時設置

〇広報誌等の掲載 → 広報誌「ひばり」、教育いばらき、茨城放送、NHKデータ放送

〇外部指導者（中・高） ７４８人

〇県内公認スポーツ指導者 ３，５７５人

〇県内スポーツ少年団登録指導者 ４，２６２人

〇Ｒ３年度 定年退職教員（小・中・高）約８００人

今後の活用が想定される人材
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茨城県中学校体育連盟
令和４年３月 1 0日

茨城県中学校体育連盟の現状
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１ 茨城県中学校体育連盟（県中体連）とは

茨城県中学校体育スポーツの健全な普及発展に資するとともに、
相互の研鑚と連携を図る。

１９４９年（昭和２４年）設立され、本年度で創立７３年を迎
える。主に中学校教員で組織されている。事務局を水戸市立石川
中学校におく。

① ５地区 中央、県北、県東、県南、県西
② 18競技部 陸上、体操（器械体操・新体操）、水泳、バレー、

バスケ、卓球、ソフトテニス、柔道、剣道、弓道、
ハンドボール、サッカー、ソフトボール、軟式野球
相撲、バドミントン、レスリング、スキー

③ ４研究部 保体研究推進、法制研究、調査研究、会報編集
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２ 関連組織・大会

県中体連
本連盟を含め、４７都道府県すべてに存在し、

事務局が学校または都道府県教育委員会の中にある。

日本中体連

地区中体連
中央、県北、県東、県南、県西の５地区

市郡中体連
中央６、県北４、県南１１、県西９の３０市郡

関東中体連
全国が８ブロックに分かれている

全国大会（８月下旬）

関東大会（８月上旬）

県総体（７月下旬）
県新人（10月下旬）

地区総体（７月上旬）
地区新人（10月上旬）

市郡総体（６月下旬）
市郡新人（９月下旬）

※中体連主催大会は、総体と新人の２大会になる。

主催団体 大会日程
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３ 諸会議
会議 回数 参加者 内容

理事会 年１回
役員、常任理事、市郡中体連会長・理事長、競技
部部長・委員長、行政関係者（保体課、スポ協）
１０２名

本連盟の最高決議機関
事業・予算・要望事項等
の協議

常任理事会 年５回
役員、地区中体連会長・理事長、選手強化委員
長・研究部４委員長、行政関係者（保体課、スポ
協）２８名

理事会に準ずる決議機関
事業全般の協議

競技部
選手強化
委員会

年５回
会長、競技部副会長、理事長、副理事長、選手強
化委員長、各競技部委員長 ２９名

大会の在り方や改善点な
どの協議

研究部
４委員会

年１～２回

会長、研究部副会長、理事長、副理事長等
・保体研究推進委員会 １０名
・法制研究委員会 １０名
・調査研究委員会 ５名
・会報編集委員会 ５名

研究、調査、編集等の実
施

その他
部活動指導者研修会（年１回）、オンライン心肺蘇生法講習会（年１回）、関東・全国大会実
行委員会（開催競技のみ年２回）、役員会（年１回）
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４ 年間の中体連大会及び会議への参加（例）
例 参加する大会及び会議等

Ａ教諭
顧問教諭の場合

〇市郡総体 ⇒ 地区総体
〇市郡新人 ⇒ 地区新人

Ｂ教諭
専門部員の場合

〇市郡総体 ⇒ 地区総体 ⇒ プロ編会議 ⇒ 県総体
⇒ 関東大会

〇市郡新人 ⇒ 地区新人 ⇒ プロ編会議 ⇒ 県新人

Ｃ教諭
県中体連専門部
委員長の場合

〇市郡総体 ⇒ 地区総体 ⇒ プロ編会議 ⇒ 県総体
⇒ 関東大会

〇市郡新人 ⇒ 地区新人 ⇒ プロ編会議 ⇒ 県新人
〇県中体連選手強化委員会
〇関東中体連競技部会
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５ 教員の負担軽減のための対策
(1) 現状の取組

専門部運営や大会運営にあたり、役割分担をしている。

⇒ 一人あたりの負担削減のため。（委員長、会計、感染症対策等）

大会運営の中で、審判等専門性が必要なものについては、競技

団体と連携している。

⇒ 競技未経験の教員等が、審判資格を取らなければならない状

況を回避するため。
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５ 教員の負担軽減のための対策
(2) 今後の取組

生徒数減に対応した、市郡中体連の再編を検討していく。

⇒大会に関わる役員が増え、大会運営の負担が分散されるため。

⇒大会数が減ることで、会場費等の費用が削減できるため。

地域部活動としての参加等を検討していく。

⇒ 地域部活動等の参加を認めることで、教員の負担を減らし、地域と連

携協力しながら、大会運営を行うため。
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茨城県高等学校体育連盟の現状

令 和 ４ 年 ３ 月 1 0 日

茨城県高等学校体育連盟
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１.茨城県高等学校体育連盟（県高体連）とは

（１）目的
茨城県内における高等学校体育の健全な発達を図る。

（２）沿革
1948年(昭和23年）に設立され、創立74年を迎える。
事務局を水戸生涯学習センター分館内におく。

（３）事業
①県内高等学校体育に関する審議会の開催
②県内高等学校体育大会の開催
③高等学校体育に関する調査研究
④体育関係団体及び機関との連絡並びに建議
⑤その他本連盟の目的達成に必要な事業
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（４）組織(5地区、36競技専門部、定通部、研究部、各種委員会）
※県内高等学校で組織し､(公財）全国高体連・茨城県スポーツ協会に加盟する。

1 13 剣道 25 ﾎｯｹｰ
2 14 相撲 26 ﾃﾆｽ
3 15 軟式野球 27 ﾌｪﾝｼﾝｸﾞ
4 16 ﾚｽﾘﾝｸﾞ 28 空手道
5 17 弓道 29 馬術
6 18 ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ 30 ｽｹｰﾄ
7 19 登山 31 ﾗｲﾌﾙ射撃
8 20 ﾎﾞｸｼﾝｸﾞ 32 なぎなた
9 21 ﾖｯﾄ 33 ｽｷｰ
10 22 ﾎﾞｰﾄ 34

11 23 35 ｱｰﾁｪﾘｰ
12 24 36 ｶﾇｰ

会長
事務局
理事長

事務局長
幹事
会計

事務局員

副会長
理事長

副理事長

特別委員会 役員会
常任理事会

予
算
検
討
委
員
会

基
本
問
題
検
討
委
員
会

理事会

５地区理事
３６競技専門部理事

定通部理事、研究部理事
各種委員会理事
会長指名理事

評議員会（決定機関）

茨城県高体連加盟高等学校(130校）

地域別 36競技専門部 定通部 研究部 各種委員会

５地区高体連

県北 陸上競技

水戸 体操 会
報
編
集
委
員
会

強
化
普
及
委
員
会

県東 水泳
県南 ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ

県西 ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ

卓球
ｿﾌﾄﾃﾆｽ

少林寺拳法

ｿﾌﾄﾎﾞｰﾙ 自転車競技

柔道 ｳｴｲﾄﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ

フ
ィ
ギ
ュ
ア
IH
推
進
委
員
会

ﾊﾝﾄﾞﾎﾞｰﾙ

ﾗｸﾞﾋﾞｰ
ｻｯｶｰ

常任委員会

健

康

・

安

全

部

活

動

活

性

化

競

技

力

向

上
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２．関連組織

全国：(公財）全国高体連⇒全国大会の開催（※馬術・ﾗｲﾌﾙ射撃・軟式野球除く）

関東：関東高体連⇒関東大会の開催（※馬術・軟式野球除く）

全国が9ブロックに分かれている。

県：都道府県高体連⇒都道府県大会の開催

本連盟を含め、全ての都道府県に存在する。

県内地区：地区高体連⇒地区大会の開催

※馬術・ﾗｲﾌﾙ射撃は競技団体、軟式野球は高野連主催の全国・関東大会がある。
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３．諸会議

会 議 回 数 参 加 者 内 容

評議員会 年１回 役員、各競技専門部委員長、行政関
係者（保体課、スポ協）

本連盟の最高議決機関。事業、
予算・決算、その他重要事項等
を審議決定する。

理事会 年２回 会長、副会長、理事 評議員会において決議された事
項及び委任された事項の処理等
にあたる。

常任理事会 年２回 会長、副会長、常任理事 本連盟の主要事項を立案し、緊
急事項の処理等にあたる。

定通部・研究部
各種委員会

各年１～２回 所属部員、所属委員 それぞれの課題についての協議、
会報の編集等

その他 県総体総合開会式（年１回）､県研究大会（年１回）､専門部委員長会議（年１
回）､地区高体連総会（年１回）､専門部会議（4.大会関係参照）
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４.大会関係（専門部）

大 会 時 期 出張回数(例）

関東大会予選 4月末～6月（地区大会含む） 大会日数+会議回数：２～４日程度

全国大会予選 6月~7月（地区大会含む） 大会日数+会議回数：２～４日程度

新人大会 8月～２月(地区大会含む） 大会日数+会議回数：２～４日程度

高体連が認めた大会 各競技専門部による 大会日数+会議回数：２～３日程度

地区独自の大会 ２大会まで(各競技専門部による） 大会日数+会議回数：２～３日程度

その他 専門部総会（年１回）､地区専門部総会（年１回）､施設調整会議（年１
回）､競技団体主催大会､委員長会議（全国・関東）
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５．教員の負担軽減のための取組

①組織としての負担軽減

特定の教員にだけ負担がかからないよう、専門部・委員会内で役割分担をしている。

②事務作業負担の軽減

事務作業等の簡素化を図るため、ICTの活用を検討していく。

③大会参加規程の見直し

全国・関東高体連と連携し、持続可能な大会の在り方・参加の在り方を検討していく。
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